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議第３９号関係 

 

岐阜県畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行条例 

の一部を改正する条例について 

 
                              農政部畜産振興課 

 
１ 条例改正の趣旨 

〇 畜産業の国際競争力の強化を図るため、畜舎等の建築等及び利用の特例に
関する法律（以下「畜舎特例法」という。）により、知事による畜舎建築利
用計画の認定制度が設けられている。 

○ 当該認定を受けた場合は、施行規則で定める技術基準によることとされ、
建築基準法及び岐阜県建築基準条例が適用されないため、当該条例で付加し
ている制限を引き続き行うことができるよう、施行規則の委任を受け、畜舎
特例法施行条例で必要な事項を定めている。 

〇 施行規則の一部改正（令和５年４月１日施行）により、畜舎特例法の対象
施設に畜産業用の車庫が追加されたことに伴い、車庫の敷地と道路との関係
に関する制限（※）を定めるもの。 

  ※避難又は通行の安全のために必要なものであり、岐阜県建築基準条例で規定してい
る制限と同じ。 

 
２ 条例改正の内容 

  施行規則の一部改正により、畜舎特例法の特例の対象となる畜産業用の車
庫には建築基準法及び岐阜県建築基準条例が適用されないこととなるため、
岐阜県建築基準条例で付加している制限を引き続き行うことができるように
規定を整備するもの。 

 
＜条例で新たに付加する制限＞ 

・車庫の敷地と道路との関係に関する制限 
（都市計画区域及び準都市計画区域内に限る。） 

 

３ 施行日 

  令和５年４月１日  
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議第４０号関係 

 

岐阜県農林関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について 

 

                        農政部家畜防疫対策課 

 

 
１ 条例改正の趣旨 

国の「豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針」の一部改正（令和４年 12 月

23 日）に伴い、家畜防疫員（※1）及び知事認定獣医師（※2）に実施が限定

されていた豚熱予防注射について、登録飼養衛生管理者（※3）も実施可能

とされたため、関係する手数料の新設等を行うもの 

 
※1  県職員である獣医師の中から知事が任命した者 

※2 予防注射に必要な知識を習得していること等の要件を満たしている民間の獣医師で

あって、知事の認定を受けたもの 

※3 予防液（ワクチン）管理体制等に係る要件を満たすと判断して知事が認定する農場

において、家畜伝染病予防法の規定により家畜の所有者が選任した飼養衛生管理者の

うち、予防注射に必要な知識を習得していること等の要件を満たし、知事の登録を受け

たもの 

 

（１）登録飼養衛生管理者が行う豚熱予防注射は、家畜防疫員又は知事認定獣医

師の指示・監督のもと実施する必要があるため、家畜防疫員による豚熱予防

液接種票の交付に係る手数料を徴収するもの 

 

（２）豚熱予防液管理手数料は、現在、知事認定獣医師が豚熱予防注射を実施す

る場合に、県がその予防液（ワクチン）を購入し、厳重に管理する必要があ

るため徴収しているが、登録飼養衛生管理者が豚熱予防注射を実施する場

合も同様であることから、当該手数料の対象に加えるもの 
  

 

２ 条例改正の概要 

（１）登録飼養衛生管理者が行う豚熱予防注射に係る豚熱予防液接種票交付手

数料を新たに徴収する。 
 

豚熱予防液接種票交付手数料 １通につき  ６９０円 

 

（２）豚熱予防液管理手数料（※）について、登録飼養衛生管理者が豚熱予防注

射を行う場合を対象に加える。 
※ 1頭につき６０円 

 

 

３ 施行日 

  令和５年４月１日  
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議第４９号関係 

 

ぎふ農業・農村基本計画の変更について 

農政部農政課 

 

１ 変更の趣旨 

（１） 令和３年３月に策定した「ぎふ農業・農村基本計画（R3-7）」について、国

による「みどりの食料システム戦略」策定や物価高騰などの情勢変化を踏ま

え、当初予定していた令和５年度から１年前倒し、本年度に計画の見直しを

行う。 

（２） 基本理念、４つの基本方針、重要テーマ、計画期間といった骨格はそのまま

とし、新たな課題に対する取組みの追加等を行う。 

２ 主な見直し内容 

（１）基本方針[安心で身近な「ぎふの食」づくり]に係る重点施策 

 

 

 

 

（２）主な目標指標 ［地産地消率］ 

 

 

 

【地産地消率の見直し概要等】 

○地産地消率の算出対象品目を、販売店舗で取扱金額が把握でき得る全ての農産物品

目から、県内で生産される主要品目(野菜 10 品目、果実 2 品目)に見直し。 

○県内量販店やＪＡ直売所等と連携し、消費者を巻き込んだ地産地消県民運動を全県

展開することで、着実に毎年度１ポイントの上昇を目指す。 

 

 

 

 

 

 

３ 経過 

  令和４年７月   岐阜県農政審議会 ＜見直し方針審議＞ 

  令和４年９月 岐阜県農政審議会 ＜骨子案審議＞ 

  岐阜県議会 骨子案等説明会 農林委員会 

令和４年１２月 岐阜県議会 農林委員会（素案説明） 

令和４年１２月～ パブリックコメントの実施 

令和５年１月 岐阜県農政審議会 ＜計画案審議＞ 

令和５年２月 岐阜県議会 ＜議案上程＞ 

変更前 変更後 

６ リスクに対応できる生産・供

給体制の構築 

６ 食料安全保障の強化に資する

生産・供給体制の構築 

７ 岐阜県版「みどりの食料シス

テム」の取組推進（新設） 

変更前 変更後 

20％（R1）→25％（R7） 48％（R3）→52％（R7） 
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